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貸 借 対 照 表
（2025 年３月 31 日現在）

 （単位：百万円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（資産の部） （負債の部） 
流動資産 【 35,548 】 流動負債 【 24,493 】

現金及び預金 24,185 買掛金 686 

売掛金 282 短期借入金 3,866 

棚卸資産 247 １年内返済 
3,239 

景品 3,135 予定長期借入金 

前渡金 291 未払金 2,985 

前払費用 1,399 未払法人税等 859 

未収入金 328 未払消費税等 435 

短期貸付金 8 未払費用 4,970 

預け金 5,565 預り金 171 

その他 108 貯玉預り金 7,112 

貸倒引当金 △ 6 役員賞与引当金 5 

その他 160 

固定資産 【 88,105 】 固定負債 【 17,557 】

有形固定資産 【 70,524 】  長期借入金 12,807 

建物 17,194 長期未払金 103 

構築物 1,944 資産除去債務 4,516 

車両運搬具 12 その他 129 

遊技機 25,807 

工具器具備品 14,829 

土地 7,265 

未使用遊技機 619 

建設仮勘定 2,851 

無形固定資産 【 4,979 】

借地権 1,301 負 債 合 計 42,050 

電話加入権 77 

ソフトウェア 1,379 （純資産の部） 

のれん 2,209 株主資本 【 81,053 】
ソフトウェア仮勘定 3  資本金 【 5,000 】

その他 8  資本剰余金 【 40 】

  その他資本剰余金 40 

投資その他の資産 【 12,602 】  利益剰余金 【 76,013 】

投資有価証券 1,326 利益準備金 1,250 

 出資金 62 その他利益剰余金 74,763 

長期貸付金 6 別 途 積 立 金 50,000 

建設協力長期貸付金 134 繰越利益剰余金 24,763 

長期前払費用 824 

賃貸固定資産 844 評価・換算差額等 【 549 】

差入保証金 4,903 その他有価証券評価差額金 549 

繰延税金資産 4,300 

その他 239 

貸倒引当金 △ 39 純資産合計 81,603 

資産合計 123,654 負債・純資産合計 123,654 
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損 益 計 算 書  

（2024 年４月１日 から 2025 年３月 31 日まで） 

                         （単位：百万円） 

科       目 金      額 

 営 業 収 入  ※    111,551 

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費    109,052 

 営 業 利 益    2,498 

 営 業 外 収 益     

  受取利息及び配当金   55   

  不 動 産 等 賃 貸 収 益   919   

  ﾘ ｻ ｲ ｸ ﾙ ｶ ｰ ﾄ ﾞ受 入 益   167   

  貯 玉 預 り 金 失 効 益              936   

  雑 収 入            357  2,436 

 営 業 外 費 用     

  支 払 利 息  194   

  不 動 産 等 賃 貸 費 用  322   

  ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ等手数料  156   

  雑 支 出  12  686 

 経 常 利 益    4,248 

 特   別   利   益     

  固 定 資 産 除 売 却 益   90   

  保 険 金 収 入   500  591 

 特   別   損   失     

  減 損 損 失  1,046  1,046 

 税 引 前 当 期 純 利 益    3,792 

  法人税、住民税及び事業税  1,186   

  法 人 税 等 調 整 額  145  1,331 

 当 期 純 利 益    2,461 

 

※ 営業収入内訳                         （単位：百万円） 

科       目 金      額 

 貸 玉 収 入    502,172 

 景 品 出 庫 額     

  期 首 景 品 棚 卸 高  2,704   

  当 期 景 品 入 庫 高 等  394,293   

  期 末 景 品 棚 卸 高  △3,135  393,862 

 遊 技 業 収 入    108,310 

 自販機手数料等収入    3,241 

 営 業 収 入    111,551 
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株主資本等変動計算書 
（2024 年４月１日 から 2025 年３月 31日まで） 

（単位：百万円） 

項 目 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
その他資本 

剰余金 

資本剰余金 

合計 

利 益 

準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金 

合計 別 途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

2 0 2 4 年 4 月 1 日 残 高 5,000 40 40 1,250 50,000 27,185  78,435 83,475 

事 業 年 度 中 の 変 動 額         

 剰 余 金 の 配 当      △4,883 △4,883 △4,883 

 当 期 純 利 益      2,461 2,461 2,461 

 
株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額(純額)  
        

事業年度中の変動額合計 - - - - - △2,422  △2,422   △2,422 

2 0 2 5 年 3月 3 1 日 残 高 5,000 40 40 1,250 50,000 24,763  76,013 81,053 

 

（単位：百万円） 

項 目 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

2 0 2 4 年 4 月 1 日 残 高 346 346 83,822 

事 業 年 度 中 の 変 動 額    

 剰 余 金 の 配 当   △4,883 

 当 期 純 利 益   2,461 

 
株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額(純額) 
203 203 203 

事業年度中の変動額合計 203 203 △2,218 

2 0 2 5 年 3月 3 1 日 残 高 549 549 81,603 
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個 別 注 記 表  
（2024 年４月１日 から 2025 年３月 31日まで） 

 

重 要 な 会 計 方 針 に 係 る 事 項 に 関 す る 注 記  

  

１. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

その他有価証券 

① 市場価格のあるもの … 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用しております。 

② 市場価格のないもの … 移動平均法による原価法を採用しております。 

 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。 

 

(3) 景品の評価基準及び評価方法 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、遊技機、1998 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び 2016

年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しており

ます。 

 (2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウェアについては、社内の利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

また、事業用定期借地権については契約期間に基づく定額法、のれんについては効果の

及ぶ期間に基づく定額法を採用しております。 

 

(3) 賃貸固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、1998 年４月１日以降に取得した賃貸固定資産に含まれる建物（建物附属設備を

除く）及び 2016 年４月１日以後に取得した建物附属設備については、定額法を採用し

ております。 

  

（4）リース資産  

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
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３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

  

(2) 役員賞与引当金  

役員の賞与の支払いに備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しており

ます。 

 

４．重要な収益及び費用の計上基準 

当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。 

 

 ステップ１：顧客との契約を識別する 

 ステップ２：契約における履行義務を識別する 

 ステップ３：取引価格を算定する 

 ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する 

 ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する 

 

当社は主にパチンコとパチスロという２種類のゲームを遊技する場を運営しており、パチ

ンコ玉及びパチスロメダルの貸し出しから景品の交換に至るまでの一連のサービスを提

供しております。 

パチンコ及びパチスロ遊技から得る「営業収入」は、「貸玉収入」から「景品出庫額」を

控除した金額で表示しており、「貸玉収入」は、顧客が遊技を終了した時点で履行義務が

充足されます。 

「貸玉収入」は顧客に貸与したパチンコ玉及びパチスロメダルから得た金額から、未使用

の玉及びメダルの金額を差し引いた金額であり、「景品出庫額」は顧客が交換した景品の

原価であります。また、当社が顧客から受領した「貯玉預り金」の契約負債は、玉及びメ

ダルの貸し出し等、顧客に対するサービス提供の義務を表しております。 

当該履行義務はサービスの提供により充足され、収益を計上しております。 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1) ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム） 

当社グループの資金効率化を目的としたＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）

の利用により、貸借対照表上に「預け金」5,565 百万円を計上しております。 

 

(2) グループ通算制度の適用に係る税効果会計の適用 

当社は翌事業年度からグループ通算制度を適用することとなります。そのため、翌事業年

度の期首からグループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税並びに税

効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計

処理並びに開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42号）を適用しております。 
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(3) 退職給付に係る会計処理の方法 

① 確定拠出年金制度 

当社は従業員を対象に、確定拠出年金制度を採用しております。確定拠出制度は、雇用

主が一定額の掛金を他の独立した事業体に拠出し、その拠出額以上の支払について法的

または推定的債務を負わない退職後給付制度であります。確定拠出型の退職後給付に係

る費用は、従業員が拠出額に対する権利を得る勤務を提供した時点で費用として認識し

ております。 

①  複数事業主制度 

当社は確定給付制度に分類される複数事業主による年金制度に加入しております。これ

については、確定給付の会計処理を行うために十分な情報を入手できないため、当該年

金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しております。 

 

 

会 計 上 の 見 積 り に 関 す る 注 記  

 

固定資産及びのれんの減損に係る見積り 

当事業年度に計上した減損損失の金額及び会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報に

ついては、損益計算書に関する注記の２．減損損失をご参照ください。なお、パチンコホールの有

形固定資産残高は 70,524 百万円、のれんの残高は 2,209 百万円であります。 

将来キャッシュ・フローモデルの見積りにおける主要な仮定は、経営者によって承認された予算

上の遊技業収入及び営業費用についての仮定、収入成長率、割引率を設定しております。この計算

を行う上で、判断及び見積りが必要となります。 
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貸 借 対 照 表 等 に 関 す る 注 記  

 

１．担保提供資産 

（1）担保に供している資産 

建 物   129 百万円 

土 地  2,356 百万円 

合 計 2,486 百万円 

（2）担保に係る債務 

担保に供している資産には根抵当権を設定しておりますが、対応する債務は特定されてお

りません。 

     

２．減価償却累計額  

有形固定資産                        231,629 百万円 

投資その他の資産 
(賃貸固定資産)                      2,039 百万円 

 

３．保証債務 

関係会社等の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。 

㈱ダイナムビジネスサポート              9,600 百万円 

㈱ダイナムジャパンホールディングス         8,750 百万円 

 

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権                          5,588 百万円 

短期金銭債務                              0 百万円 

 

５．資産除去債務 

（1）当該資産除去債務の概要 

店舗等の不動産賃貸借契約及び定期借地権契約に伴う原状回復義務等であります。 

 

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を当該契約期間に応じて７年から 46 年と見積り、割引率は契約期間に応

じた期間に対応する利付国債の利回り 0.13％から 2.31％を使用して資産除去債務の金

額を計算しております。 

 

（3）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

   

期首残高 4,425 百万円 

見積りの変更による増加額 

時の経過による調整額 

89 百万円 

35 百万円 

資産除去債務の履行による減少額 △ 35 百万円 

 期末残高 4,516 百万円 
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損 益 計 算 書 に 関 す る 注 記  

 

１．関係会社との取引高 

営業取引 

販売費及び一般管理費     618 百万円 

営業取引以外の取引高       74 百万円 

 

２．減損損失  

(単位：百万円) 

場  所 用  途 種  類 減損損失 

上彦名店 

（埼玉県三郷市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 21 

西日暮里スロット店 

（東京都荒川区） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 4 

新井店 

（新潟県妙高市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 8 

白河店 

（福島県白河市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 2 

大間々店 

（群馬県みどり市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 20 

富山上冨居店 

（富山県富山市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 9 

新治店 

（茨城県土浦市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 35 

矢本店 

（宮城県東松島市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 構築物等 43 

大須賀店 

（静岡県掛川市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 17 

いわき平店 

（福島県いわき市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 12 

前橋店 

（群馬県前橋市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 26 

鳥取境港店 

（鳥取県境港市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 9 

滋賀八日市店 

（滋賀県東近江市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 40 

徳島小松島店 

（徳島県小松島市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 16 

滋賀湖南店 

（滋賀県市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 61 

静岡御前崎店 

（静岡県御前崎市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 建物等 26 

宮城仙台新港店 

（宮城県仙台市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 建物等 35 

和歌山貴志川店 

（和歌山県紀の川市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 建物等 24 

山口周南店 

（山口県周南市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 31 

福岡頴田店 

（福岡県飯塚市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 28 

岐阜山県店 

（岐阜県山県市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 45 

長野千曲店 

（長野県千曲市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 建物等 17 

香川東かがわ店 

（香川県東かがわ市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 建物等 7 
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場  所 用  途 種  類 減損損失 

福岡直方店 

（福岡県直方市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 建物等 9 

埼玉羽生店 

（埼玉県行田市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 建物等 41 

栃木鹿沼店 

（栃木県鹿沼市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 建物等 8 

宮崎昭栄店 

（宮崎県宮崎市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 47 

福岡岡垣店 

（福岡県遠賀郡岡垣町） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 建物等 200 

熊本八代築添店 

（熊本県八代市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 建物等 193 

合   計 1,046 

 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位としてグルーピングして

おります。営業活動から生じる損益が継続してマイナスである店舗における資産グループの帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,046 百万円）として特別損失に計上いた

しました。 

なお、回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しており、正味売却価額について

は鑑定評価額により評価、使用価値については見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値及

び当該資産に固有のリスクを反映した税引前の割引率（3.63％）で割り引いて算定しております。 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 に 関 す る 注 記  

 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

                                    （単位：千株） 

  

前事業年度末 
株式数 

当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
株式数 

発行済株式数     

 普通株式 32,556 － － 32,556 

 

２．剰余金の配当に関する事項 

 (1)配当金支払額 

  2024 年５月 16日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

配当金の総額 1,790 百万円 

１株当たりの配当金額 55 円 00 銭 

基準日 2024 年 ３月 31 日 

効力発生日 2024 年 ６月 25 日 

 

(2) 配当金支払額 

  2024 年 12 月 19 日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

配当金の総額 3,092 百万円 

１株当たりの配当金額 95 円 00 銭 

基準日 2024 年 ９月 30 日 

効力発生日 2024 年 12 月 24 日 

 

（3）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  2025 年５月 15日開催の取締役会において、次のとおり決議を予定しております。 

配当金の総額 1,790 百万円  

配当の原資 利益剰余金  

１株当たりの配当金額 55 円 00 銭  

基準日 2025 年 ３月 31 日  

効力発生日 2025 年 ６月 24 日 （予定） 
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税 効 果 会 計 に 関 す る 注 記  

 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 

繰延税金資産 

借地権償却 

資産除去債務 

減損損失 

遊技機減価償却限度超過額 

資産調整勘定 

未払賞与 

貯玉預り金 

未払事業税 

退職慰労金未払額 

その他 

  

 

1,789 

1,423 

900 

779 

722 

614 

218 

90 

31 

85 

 

 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

繰延税金資産 小計  6,655 百万円 

評価性引当額  △1,960 百万円 

繰延税金資産 合計  4,694 百万円 

 

繰延税金負債 

投資有価証券評価差額 

  

 

△253 

 

 

百万円 

資産除去費用  △140 百万円 

        繰延税金負債 合計  △394 百万円 

繰延税金資産 純額  4,300 百万円 

    

 

 

 

金 融 商 品 に 関 す る 注 記  

 

１． 金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については一部の有価証券を除き、短期的な預金等に限定しております。期中

の必要な資金についてはコミットメントライン契約による銀行借入により調達を実施しており

ます。また、デリバティブ等の投機的な取引は行っておりません。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

保有している投資有価証券は株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、業

務上の関係を有する株式であります。 

営業債務による未払金は、全てが１年以内の支払期日であります。 

営業債務や借入金は流動性リスクに晒されておりますが、月次に資金繰り計画を作成するな

どの方法により管理を行っております。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

   2025 年３月 31 日（当社の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。 

また、現金及び預金、売掛金、未収入金、短期貸付金、預け金、買掛金、短期借入金、未払金、

未払法人税等、未払消費税等、未払費用は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、注記を省略しております。 

                                      （単位：百万円） 

 科  目 貸借対照表計上額

（※） 
時価（※） 差額 

 (1) 投資有価証券   － 

 その他有価証券 1,236 1,236 － 

 (2) 差入保証金 4,903 4,538 △365 

 (3) 長期借入金 

（1 年内返済長期借入金を含む） 

(16,047) 

 

(16,047) 

 

－ 

 

 （※）負債に計上されているものについては、（   ）で示しております。 

 
(注１) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 
 
(1) 投資有価証券 

株式の時価については、取引所の価格によっております。 
 

(2) 差入保証金 
差入保証金の時価の算定は、その将来キャッシュ・フローを回収期日までの期間に対応する国
債の利回り等で割り引いた現在価値により算定しております。 
 

(3) 長期借入金 
長期借入金の時価の算定は、短期間で市場金利を反映し、かつ期末日現在の当社の信用状態が、
借入実行時と大きく異なっていないため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。 

 
(注２) 市場価格のない株式等である非上場株式（貸借対照表計上額 90 百万円）は、「（1）投資有

価証券 その他有価証券」には含めておりません。 
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退 職 給 付 に 関 す る 注 記  

 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は従業員を対象に、確定拠出年金制度を採用しております。 

また、当社は複数事業主制度の遊技関連企業年金基金に加入しており、遊技関連企業年金基金は、

自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない制度であることから、確定

拠出と同様の会計処理をしております。 

 

２．確定拠出制度 

確定拠出制度への要拠出額は、当事業年度 707 百万円であります。 

 

３．複数事業主制度 

確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の遊技関連企業年金基金への要拠出額は、

当事業年度 106 百万円であります。 

 

(1) 複数事業主制度の直近の積立状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合 

複数事業主制度の遊技関連企業年金基金における、直近決算日（2024 年３月 31日）の当社の拠

出割合については 7.03％であります。 

 

(3) 補足説明 

上記(1)の積立状況については、直近決算日の 2024 年３月 31 日現在の数値であり、差引額は、

基本金処理後の当期剰余金となっております。なお、上記(2)の割合は、当社の実際の負担割合とは

一致いたしません。 

  

 （2024 年３月 31 日現在） 

年金資産の額 1,158 百万円 

 年金財政上計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額 
1,151 百万円 

差引額 7 百万円 
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関 連 当 事 者 と の 取 引 に 関 す る 注 記  

 

(1)親会社及び法人主要株主等 

（単位：百万円） 

属性 
会社等の 

名称 

議決権等
の所有（被
所有）割合 

関連当事者
との関係 

取引内容 
取引 
金額 

科  目 
期末 
残高 

親会社 
㈱ﾀﾞｲﾅﾑｼﾞｬﾊﾟﾝ 
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

被所有 
直 接
100% 

役員の兼任等 

 
資金の寄託 

 
利息の受取 
（注 1） 

 
経営指導料 

 
債務保証 
（注 2） 

 
債務保証 
（注 3） 

 

－ 
 

5 
 
 

618 
 

14,280 
 
 

8,750 
 

 
預 け 金 

 
－ 
 
 

－ 
 

－ 
 
 

－ 
 

 
5,565 

 
－ 

 
 

   － 
 

－ 
 
 

－ 
 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注１） 資金の預託取引は、親会社が運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）にお

ける短期的かつ反復的な取引のため、取引金額は記載を省略しております。利率は市場金利
を勘案して合理的に決定しております。 

（注２） 当社の銀行借入及び融資枠に対して、㈱ﾀﾞｲﾅﾑｼﾞｬﾊﾟﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽの債務保証を受けており
ます。なお、保証料の支払いはありません。 

（注３） ㈱ﾀﾞｲﾅﾑｼﾞｬﾊﾟﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽの銀行借入につき、債務保証を行ったものであり、保証料の受領
はありません。また銀行との事前取り決め事項を満たさなかった場合、当社の建物及び土地
の担保提供を行うこととしております。 

 

(2) 計算書類作成会社と同一の親会社をもつ会社 

（単位：百万円） 

属性 
会社等の 

名称 

議決権等
の所有（被
所有）割合 

関連当事者
との関係 取引内容 

取引 
金額 
(注 1) 

科  目 
期末 
残高 

親会社の
子会社 

㈱ﾀﾞｲﾅﾑﾋﾞｼﾞﾈｽ 
ｻﾎﾟｰﾄ 

なし 主要取引先 

 
店舗等の賃借 

 
資産管理業務
の委託等 
 
担保の被提供 

（注 2） 
 

債務保証 
（注 3） 

 

 
 2,388 

 
 

162 
 

14,280 
 
 

9,600 
 
 

 
差入保証金 

    
 

未 払 金 
 
－ 
 
 
－ 
 

       
783 

 
     

 29 
     

 － 
 
 

－ 
  

㈱日本ﾋｭｳﾏｯﾌﾟ 
 

なし 主要取引先 

 
清掃業務 
の委託等 

 
不動産の賃貸等 
 

 
 

3,293 
 

451 
 

 
 

未 払 金 
 
－ 

 
 
300 

 
－ 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注１） 価格その他の取引条件は、市場価格を勘案した当社希望価格を提示し、毎期価格交渉のうえ

決定しております。 
（注２） 当社の銀行借入に対して、銀行との事前取り決め事項を満たさなかった場合、㈱ﾀﾞｲﾅﾑﾋﾞｼﾞ

ﾈｽｻﾎﾟｰﾄの建物及び土地の担保提供を行うこととしております。 
（注３） ㈱ﾀﾞｲﾅﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄの銀行借入につき、債務保証を行ったものであり、保証料の受領はあり

ません。また銀行との事前取り決め事項を満たさなかった場合、当社の建物及び土地の担保
提供を行うこととしております。 



15 

 

 

１ 株 当 た り 情 報 に 関 す る 注 記  
 

１．１株当たり純資産額      2,506 円 50 銭 

２．１株当たり当期純利益       75 円 59 銭 

 

収 益 認 識 に 関 す る 注 記  
 

収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は「重要な会計方針に係る事項に関する注記 ４．重要な収

益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 


